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図 1（本文p. 5） 手動ぬきとり震央分布図（青丸）．過去5年間の震央分布（赤十字）と主な地震のメカニズム解も
併せて示した．三宅島と神津島の中間海域では過去にほとんど地震が起きていない．陸上のテレメータ観測点（緑三
角）のうちの何箇所かは，地震や火山噴火によって欠測もあった．示した海底地震計（赤三角）の配置は7月1日か
ら8月2日に設置されていたものである．
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1． はじめに

海洋科学技術センターが実施している地震研究プ

ロジェクト「海底下深部構造フロンティア」は海溝

型巨大地震の解明を目指して，深部構造探査，モニ

タリングならびにモデリング研究を実施している．

深部構造研究では，広域かつ詳細な深部構造の把

握に基づき，地震活動ならびに地震発生に関連する

と考えられる海山をはじめとする不整形構造や沈み

込んだ海洋性地殻の伝播速度分布の評価などから地

震発生過程の解明を行っている．

モニタリング研究では，室戸沖や釧路沖に設置さ

れた「海底地震総合観測システム」で得られた地震

データや集中地震観測による地震データを用いた震

源決定等により地震活動を評価し，地震発生帯上下

限等の特定をすすめている．

モデリング研究では，深部構造研究，長期海底変

動研究で得られた研究成果を用いて，応力の蓄積・

解放過程に基づく地殻変動解析を実施している．ま

た，実際の地殻変動データ等を用いた検証評価によ

る解析技術の高度化を図り，モデリング研究成果を

深部構造研究ならびに長期海底変動研究へのフィー

ドバックすることにより総合的な研究解析評価を行

い，地震発生の長期予測モデル構築を目指している．

このような研究課題のもとに，海溝型巨大地震が

繰り返し発生している，南海トラフ，日本海溝域を

研究対象として研究を実施している．ここでは，

1999年に東京大学地震研究所共同利用研究と連携

して実施した，四国沖南海トラフにおける海陸境界

深部構造探査で得られた海山の沈み込み構造につい

て報告する．

2． 探査概要

海溝型巨大地震の発生メカニズムを解明するため

には，地震発生帯の詳細構造の把握が重要である．

このためには，深部構造探査能力に優れたシステム

が必要となる．

海洋科学技術センターでは，深海調査研究船「か

いれい」（4,628トン）にマルチチャンネル反射法シ

ステム（チャンネル数：156ch，エアガン：12,000

立方インチ），海洋調査船「かいよう」（2893トン）

に大規模屈折法探査システム（エアガン：12,000立

方インチ，OBS：100台）を搭載し，海域における

深部構造探査を実施している．

しかしながら，地震発生帯を対象とした深部構造

探査では，海域と陸域を併せた深部構造探査による

構造評価が非常に重要であることから，1999年地

震研究所と共同で四国海陸域において大規模深部構

造探査を実施した（図1）．

以下に探査仕様を示す．

1） 受振点配置

室戸沖東方海域（土佐ばえ沖）に約100台の海底

地震計，香川県北部から徳島県南部に至る陸域に約

70台の陸上地震計を設置した．

2） 人工震源

海域では海洋観測船「かいよう」に搭載したエア

ガンを人工震源として，陸域では香川県北部の大川

町，徳島県南部の海部町においてそれぞれ薬量

500 kgを用いた2発破を行った．これらの地震計，

人工震源を用いて海陸域を含む深部構造探査を実施

した．また，海域においては深海調査船「かいれい」

によるマルチチャンネル反射法探査も併せて行い，

さらに，海山周辺における自然地震観測を実施して

いる．

3． 探査成果

深部構造探査によって，室戸沖東方（土佐ばえ）

直下に海山の沈み込み構造が確認された（表紙

図2a）．また，同時に実施されたマルチチャンネル

反射法探査結果からも，海山頂部のイメージングが

得られている（表紙図2b）．これまでこの海山の沈

み込みは，地磁気異常からその存在が示唆

一般共同研究

四国沖南海トラフにおける海陸境界深部構造探査

海洋科学技術センター海底下深部構造フロンティア
金田義行・小平秀一・カミンズ・朴進午
地震地殻変動観測センター　岩崎貴哉

地震予知研究推進センター　平田　直・蔵下英司
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図 1 海陸境界域深部構造探査測線図

（Yamazaki, 1989）されていたが，今回の人工地震波

による構造探査によって初めて詳細な形状が明らか

になった．この海山は2次元探査の結果ではあるが，

長さ約50 km，高さ約4km規模の巨大海山であり，

海山頂部は海底下約10 kmに存在している．また，

室戸沖海域は紀南海山列の延長上にあたり，この海

山もその一つであると考えられ，過去においても同

様な海山の沈み込みがあったことが推定できる．

したがって，今回確認された海山をはじめとして，

このような巨大海山の沈み込みが，繰り返し発生し

ている四国沖南海トラフの海溝型巨大地震の発生過

程にとって非常に重要な役割を果たしたと考えら

れ，今後この点の詳細な解明を行っていく必要があ

る．

4． 考察

ここでは，確認された海山の沈み込みと四国沖で

繰り返し発生している南海地震との関係について述

べる．

最も最近に西部南海トラフで発生した海溝型巨大

地震は，1944年東南海地震，1946年南海地震があ

り，これらの地震についてはこれまで多くの研究が

報告されている．特に今回実施された深部構造探査

測線は，1946年南海地震の震源域にあることから，

この南海地震の震源過程と確認された海山沈み込み

構造との関わりについて検討・評価を行った．

はじめに，沈み込んだ海山と1946年南海地震の

余震域（Mogi, 1968）との位置関係を図3に示す．

図3によれば，沈み込んだ海山が余震域を規定して

いるかのように位置していることが分かる．したが

って，この海山が南海地震の震源過程に何らかの役

割を果たしたと仮定し，この仮説を検証するため，

1946年南海地震の地震波形を用いた断層モデルを

解析した．得られた断層モデルは，四国沖で東西2

つの断層に分かれ，東方の断層は地震波を伴う高速

破壊を，西方の断層は主として津波を伴うゆっくり

としたすべりを起こしたことが分かった．図4に得

られた1946年南海地震の断層モデルと海山の位置

ならびに余震域との関係を示す．図4から，地震波

を伴う高速破壊を起こした断層モデルと余震域とは

良く対応していること，また，海山を境に2つの破

壊パターンの異なる断層が存在することが明らかに

なった．このことから，海山が1946年南海地震震

源過程において，東方の高速破壊に対してバリア

ー・フィルター的な役割を果たしたと考えることが

出来る．

今後さらに詳細な解析・評価により，南海地震の

発生過程の解明を目指していく．

最後に，海陸境界を含む大規模深部構造によって，

巨大海山の沈み込み構造が確認され，かつ海陸の深
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部構造が明らかにされたことで，大規模深部構造探

査の有効性が検証出来たことは，今後の深部構造探

査の方向性を示した点で非常に意義深いものであっ

た．

図 4 1946年南海地震の断層モデル

図 3 1946年南海地震の余震域と海山
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はじめに

平成12年6月26日18時過ぎから三宅島雄山直下

約3km付近で，小さな地震が発生し始めた．すぐ

に活発な状態（毎分数個程度）になり，雄山の噴火

が懸念されたが，翌日には地震活動が西方海域へと

移動していき，三宅島は静穏になった．しかし，海

域へ進んだ地震活動は活発な状態のまま徐々に北西

方向へ移動し，7月1日には神津島東方沖でM6.4の

地震が発生した（裏表紙図1，図2）．

静穏な状態であった三宅島も，7月4日頃から雄

山直下で地震が発生し始め，その震源が徐々に浅く

なっていき，8日に噴煙を吹き上げ，山頂部分が大

きく陥没した（図3）．その後，1日に1～2回の傾

斜ステップと長周期振動を起こし，それに伴って雄

山直下の地震活動も消長を繰り返した．山頂の陥没

も，その口径をどんどん広げていった．

この間，三宅島・神津島の中間海域では，震源を

移動させながら震度6弱を含む活発な活動を続け，

それと同時に利島・新島・式根島や御蔵島周辺でも

大きな地震が発生した（図2）．三宅島では，8月18

日に噴煙が1万m上空にまで達する程のそれまでで

最大の噴火を起こした．このときから大量の降灰や

噴石があり，島内で泥流などによる被害が生じ始め

た．8月29日には小規模な火砕流も観測され，三宅

島の全島民が避難することになった．

海域の地震活動は，8月24日以降活発なものがな

く，現在（9月13日）は穏やかな状態が続いている

が，三宅島雄山は相変わらず噴煙をあげている．

地震観測

伊豆諸島の島々には，地震研究所だけでなく東京

三宅島・神津島近海の地震活動

地震地殼変動観測センター　酒井　慎一

図 2 地震活動の時系列（縦軸は緯度）．星印は主な地震．三宅島から北西海域に地震活動が移動し，その後北西

海域での震源の移動と周辺部での活発化の様子がわかる．
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都や気象庁が観測点を設置していて，それらが無線

電波や電話回線を通して地震研究所までリアルタイ

ムで伝送されている．これらの陸上の観測点を使用

して，震源決定をおこなっているが，震源が海域に

存在するため，深さ方向の精度が良いとは言えない．

そこで，自己浮上型の海底地震計とブイテレメータ

方式の海底地震計を設置した．

海底地震計の設置・回収は，地震活動の推移を見

ながら大きく分けて4回行なった．その中には，海

上保安庁水路部や海洋科学技術センターと共同で行

なった観測もあり，7点～24点の海底地震計が設置

された．現在も7観測点で観測中である．海底地震

計の設置・回収には，水路部の観測船だけでなく，

タグボートや地元の漁船，さらにはヘリコプターに

よる投入も行なった．

これらの回収したデータは，再生して地震データ

を切り出し，陸上の観測点とあわせて読み取りを行

ない，震源決定を行なった．その結果，震源の深さ

方向の精度が顕著に向上し，海底下で起こっている

地震活動の推移がよくわかるようになった（図4）．

震源分布

地震活動は三宅島雄山直下で始まり，その後北西

方向に移動し，三宅島・神津島間で何度も活発な状

態を繰り返している（図2）．この活発な活動域は，

過去約5年間には地震活動がほとんど観測されなか

った地域である（図1）．今回はこの北西ー南東方

向の分布の周辺地域でも，地震活動が活性化してい

図 3 三宅島雄山直下の地震活動．上図は6月26日の地震活動の開始から，最初の噴火と

山頂部の陥没が起きた後の7月17日まで．下図は最大の噴煙を上げた8月18日を挟

む，8月10日から30日まで．
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図 4 海底地震計で決めた詳細な震源分布図．三宅島・神津島の中間海域に展

開した海底地震計のデータと周辺の陸上観測点のデータを併せて震源決

定した．このように，震源分布の走向（N52W）に回転した断面図を見

ると，深さによって震源分布に違いが見られる．約 7 km以深では幅約

2 kmの薄い板状に分布するが，それより浅い部分では広範囲に広がっ

て地震が発生している．

る．利島・新島の西方海域では7月15日のM6.3を

最大とした活動がみられた．この海域では，過去に

も何度か地震活動があったが，どれも数日で終るよ

うな小規模なものであった．一方，三宅島・御蔵島

の西方海域でも，7月30日にM6.4の地震が発生す

るなど，若干の地震活動があった．

これらの震源分布は島の近くでは浅くなり，海域

では深くなる傾向があった．これは，震源域直上で

のデータがないための深さの精度の問題であるた

め，海底地震計のデータを用いた震源分布では，海

域の地震も浅くなっている．震源分布図を52度西

に回転した断面図で見ると，震源は約7km以深で

は，薄い板状の分布になっているが，浅い部分では

広範囲に広がっている（図4）．これは，板状の溶

岩が貫入し，その周辺部の地震活動を誘発したこと

を示唆する．

まだ得られたデータのほんの一部しか処理できて

いないが，これらの詳細な震源分布は，今回の群発

地震のしくみや，地下で起きている現象を把握する

ための基礎的な資料として役立てられる．

観測，準備，処理：地震地殼変動観測センターほか

協力：海上保安庁水路部，海洋科学技術センター
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1． 古地震の研究

近代的な測定器械によって地震が観測され始める

のは明治20年代（1880年ころ）のことです．それ

以来，わが国には120年分ほどの地震観測のデータ

が蓄積されていることになります．この年代より以

前に起きた地震は主として文献の形で書かれた記録

によって，地震の実像を研究することになりますが，

このような明治中期以前に起きた

地震を「歴史地震」と呼ぶことにします．

幸いにもわが国は，中国，韓国，ギリシャなどと

ならんで世界でもっとも古い地震記録を持つ国のひ

とつということができます．わが国で記録されたも

っとも古い地震

記録は西暦415年（允恭天皇5年）の大和の地震で

す．それ以来現在までおよそ1500年にわたって地

震が記録されています．

このような長い年月にわたる地震記録によって，

東海地方沖合海域に100年あまりの間隔で繰り返し

て起きている東海地震や，それに引き続いて紀伊半

島・四国の南方海域に起きてきた南海地震などの海

溝型巨大地震系列の「くせ」について，われわれは

数多くの法則性を知ることができるのです．

2． 関東地方の地震

わが国全体としては，1000年以上にもわたる地

震記録があるのですが，奈良時代，平安時代などの

古い時代については，地震や津波の詳しい記録が残

されているのは，ほぼ奈良や京都をふくむ近畿地方

に限られます．残念ながら，現在の首都圏である関

東地方で，克明に地震の記録が現れるのは，鎌倉時

代始めの12世紀末以後のことになります．鎌倉幕

府は「吾妻鑑（あずまかがみ）」という日記体で書

かれた幕府の公的記録を残しました．このため，12

世紀と13世紀には鎌倉で被害の出た大きな地震は

もちろんのこと，単なる有感地震も多数記録されま

した．しかし鎌倉時代も半ばを過ぎると「吾妻鑑」

の記載も途絶え，さらに1333年に鎌倉幕府が滅亡

すると関東地方はふたたび，地震史料の乏しい時代

に入ります．

関東地方はその後，三浦氏・北条氏・千葉氏らに

割拠され，戦国時代の末期には後北条（ごほうじょ

う）氏に関東地方全体がほぼ制圧されます．しかし，

1590年ついにその本拠地であった小田原が豊臣秀

吉によって落城してしまいます．小田原城内には多

数の記録があったはずですが，この小田原城の落城

によって関東地方の中世の記録がほとんどすべて消

滅したものと考えられます．このため，鎌倉時代が

終わる14世紀の始めから江戸時代の始まる17世紀

の始めまでの約300年間に関東地方で起きた地震の

記録は，ほとんど全て残っていないのです．

3． 江戸時代の関東の地震記録

慶長8年（1603）徳川家康が江戸を本拠に幕府を

開いて江戸時代が始まりますと，関東地方の地震記

録は克明に記録されるようになります．江戸時代も

1700年頃になると，関東地方だけではなく，北海

道の一部を除いて，現代に残された地震記録は全国

にくまなく現れるようになります．それだけ寺子屋

などによる初等教育が普及し，文字が広く庶民のも

のとなったのです．江戸時代にはいると，被害を伴

った地震が関東地方で起きたとき，記録がないため

にわれわれがそれを見落とす，ということはなくな

ります．

4． 関東地方で江戸幕府開府以来400年間に起き

た被害地震

関東地方で被害を伴った地震の発生のようすを図

表の形で現すと，図1のようになります．横軸に年

代，縦軸に地域を配置しました．長短さまざまな線

が散りばめられていますが，これはその年次に被害

を伴う地震が起きて，太い線の範囲で家屋の倒壊を

伴う大きな被害を出たことを示しています．細い線

は小さな被害を生じた範囲です．波マークは津波の

被害があったことを示しています．

大正時代後半に太い線が縦断していて，ところど

ころに波線が付いていますが，この線は大正12年

（1923年）9月1日の大正関東震災（M7.9）を表し

元禄16年（1703年）の関東震災

地震火山災害部門　都司嘉宣

2000年度地震研究所公開講義（1）
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ています．

この図には同じようにあと1本太い線が縦断して

います．1700年の少しあと，元禄16年11月23日

（1703年12月31日）の午前2時頃に発生した，「元

禄地震」（M8.2）を表しています．調べれば調べる

ほど，この元禄地震は，関東震災とよく似た地震で

あることがわかってきました．

5． 大正関東震災の特徴

［木造家屋の倒壊率分布］

次のページの図2は大正12年（1923）年9月1日

の正午頃に起きた大正関東震災による，木造家屋の

被害率の分布を表しています．いちばん太い線で囲

まれた地域は，木造家屋の倒壊率が50％を越えた

場所を表しています．震度7という揺れの強さに相

当しますが，神奈川県の相模湾沿いの平野部と，三

浦半島の横須賀の市街地，それに房総半島の先端の

館山付近の平野部に分布しています．さらに，山梨

県の山中湖付近にも飛び地的に分布しています．

次に太い線は木造家屋の倒壊率が10％を越える

場所を表していますが，現在の横浜市，川崎市域を

含む神奈川県の全平野部と，房総半島の平野部全体

に広がっています．飛び地的に甲府市の中心市街地

と，埼玉県の東部で，ほぼ東部日光線にそって帯状

に北に延びています．

意外なことに，現在の東京23区の区域内は木造

家屋の倒壊率はおおむね10％以下にとどまってい

ます．東京が大被害となったのは，地震発生後24

時間以内に広がった火災によるものでした．このと

き，富山県沖合の日本海を台風が北上中で，風が強

かったことが，火災による被害を拡大しました．

［地変］

大正関東震災では，房総半島の先端部が1.6mほ

ど，三浦半島の先端付近も1mほど地盤が隆起しま

した．房総半島の隆起は，半島先端部でもっとも大

きく，半島の根元へ行くほど小さくなります．

［津波］

神奈川県南部や千葉県の海岸には大きな津波が襲

いました．神奈川県消防防災課の調査によれば，相

模湾内では，相模川を境にして東側で津波の浸水高

さが大きく，鎌倉の材木座で8mを越えました．三

浦半島西岸部，および先端部でも津波は高く現れま

した．いっぽう，相模湾の西側の平塚や小田原では，

津波はさほど高くはなりませんでした．伊豆半島で

は真鶴や熱海で津波が高くなりました．

6． 元禄地震（1703）の特徴

多数の古文書の記載に従って，家屋の倒壊数と当

時の全戸数の数値から元禄地震による各地点の震度

分布を図3に示します．神奈川県湘南地方の震度が

6強から7に達すること，房総半島先端部館山付近

も震度7であったこと，江戸の震度は5強と推定さ

れること，山中湖付近，甲府市が特異的に震度が大

きかったこと，埼玉県東部にやや震度の大きな場所

大
正
関
東
震
災�

図 1 江戸時代以降の南関東地方の地震図表
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が広がっていることなど，多くの点で大正関東震災

と共通点があることがわかります．

房総半島の隆起については松田時彦先生らの調査結

果があります（図4，図5）．これらの図によれば，

房総半島では元禄地震のときにも先端部ほど大きな

隆起が起きており，しかも元禄地震のときには，最

先端部の千倉付近の海岸では隆起量が4～5mにも

達していて，隆起量は大正関東震災の時よりも大き

図 2 大正関東震災（1923）の木造家屋倒壊率

図 3 元禄地震（1703）の震度分布
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かったことがわかります．すなわち，元禄地震は関

東震災とは兄弟の地震であって，しかも元禄地震の

方が兄貴である，ということを房総半島先端部の隆

起は示しています．

元禄地震による相模湾内の津波の分布に関しては，

やはり神奈川県の調査結果があります．大正関東震

災と対比して図6，図7に示しておきますが，津波

の高さの分布が，両者極めてよく似ていることがわ

かります．

7． その他の類似性

元禄地震が大正関東震災とは兄弟の地震であっ

て，しかも元禄地震の方が兄貴であることは，関東

地方から遠い地方を襲った津波の高さからも推定す

ることができます．すなわち，元禄地震のときには，

津波は紀伊半島新宮市三輪崎，尾鷲市九鬼浦などに

まで家屋流失の被害をもたらしています．さらに四

国の高知港にまで津波の影響が及んでいます．

大正関東震災の3ヶ月余ののち，大正13年1月15日

に，丹沢山塊を震源とするM7.3にも及ぶ大きな余

震が起きました．元禄地震の場合にも，本震の35

日後の元禄16年12月28日に御殿場地方を中心に家

屋の倒壊を含む被害を伴うかなり大きな余震があり

ました．

大正関東震災の8年後，1931年に西埼玉地震が起

き，さらに本震後15年を経過した1938年には福島

図 4 大正関東震災（1923）と元禄地震の房総半島

の隆起量（松田ら，1974）

図 5 元禄地震（1703）による房総半島・三浦半島の隆起

量（m）（松田ら，1974）

図 6 大正関東震災による津波の浸水高さ（神奈川県による）



12

県沖に数度の小津波を伴ったやや規模の大きな地震

が群発しました．器械観測による中規模の地震の推

移を調べても，大正関東震災ののち，地震活動の盛

んな場所は，関東地方南部から埼玉・茨城・福島県

沖と次第に北上していったようすが読みとれます．

元禄地震の場合も，元禄地震のあと数年して水戸

で震度4から5とみられる地震が頻発し，さらに27

年を経た享保15年10月1日（1730年11月10日）に

那珂湊港に小津波をもたらした茨城県沖の地震が発

生しているのも同じような経過と考えることができ

るでしょう．

8． むすび

以上のように，元禄16年（1703）の南関東地方

を襲った「元禄地震」は，大正関東震災と多くの共

通点を持った，兄弟の地震であることがわかりまし

た．両者は220年の間隔で起きております．松田時

彦先生など地質学の立場からも，大正関東震災のタ

イプの地震は200年あまりの間隔で起きているとさ

れています．このことだけを考えると，大正関東震

災タイプの巨大な地震がわれわれの生きているうち

に再来する可能性は少ない，ということになります．

しかし，江戸幕府始まって以来の400年の関東地方

の被害地震の履歴をみていますと，もっと短い再帰

性を持つように見える小田原地震や，プレート内で

起きた1855年の安政江戸地震など，元禄地震・大

正関東震災より小規模ながら，首都圏とその周辺に

局地的に大きな被害を及ぼした地震など，関東地方

に住む人々にとって歴史からも学ぶべき法則性はな

お多くあります．

図 7 元禄地震（1703）による津波の浸水高さ（神奈川県による）
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本研究所では，一昨年度から技術系職員による技

術発表を主体とする「全体研修」がおこなわれるよ

うになった．本年度もこの「全体研修」が，7月5

日（水），6日（木），7日（金）の3日間開催された．

ここにその概要を報告する．

1． 全体研修への参加者

3日間の全体研修に38名の技術職員が参加し，研

修報告書を提出した37名の技術職員（地震研30名，

東北大学2名，名古屋大学2名，京都大学3名）に，

藤井所長より研修終了証書が手渡された．この他に

所用などで一部欠席した技術職員が1名あった．

「技術発表会」では17名の技術系職員（昨年度は18

名）による技術発表が行われた．また，研究支援推

進員による技術発表と，「有珠山噴火に対する地震

研の対応」と題して，中田教授に特別講演をして頂

いた．他大学の技術職員の発表は4名（昨年度は5

名）であった．

「全体研修」3日間の出席者内訳は，初日の所外

研修（国土地理院）参加者39名，2日目の技術発表

会64名，3日目58名，懇親会の参加者54名（プラ

ス事務職員）であった．

2． 全体研修の概要

（1）所外研修

初日の国土地理院における所外研修は「建設省国

土地理院地殻変動監視業務の最前線を見る」という

位置づけで，つくば市にある国土地理院を見学した．

見学に先立ち，松村正一測地部測地技術調整官から

「測地成果2000について」，小沢慎三郎地殻変動研

究室主任研究員から「宇宙測地技術を用いた地殻変

動検出」について講演して頂いた．

講演終了後，2班に分かれて宇宙測地館のGPS,

VLBI等の測地技術，地図と測量の科学館の見学を

した．

（2）技術発表会

技術発表会には，23件の報告があった．今年度

は個人研修の報告も簡単に行った．

昨年の反省を踏まえ，今回は講演の内容をA4用

紙1,2枚にまとめたアブストラクト集を，全体研修

の約一週間前に参加者に配布することができた．

また，やむを得ないことではあるが，講演予定の

名古屋大学技術職員の方が，6月末から始まった三

宅島噴火観測業務のため本研修会に参加できなくな

ったことは残念である．

発表の内容は多岐にわたっている．

（a）専門的な業務内容・研究成果の紹介：「名古屋

大学の地電位観測」，「歴史地震記象記録のリスト化

2000年度職員研修（技術発表）実施について

研修運営委員会

国土地理院での講演

国土地理院研修参加者
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について」，「歴史地震記象にある一橋・本郷・筑波

各観測点の地震計について」，「有珠山周辺に緊急配

置した衛星通信テレメータ観測点」，「技術開発室の

工作依頼の現状について」，「和歌山地震観測所の観

測記録の変遷」「跡津川断層沿いに発生する地震活

動の特徴―30年間の成果―」，「東北日本のS波反

射面」，「信越地域で観測された低周波地震」

（b）高度な技術的達成の報告：「大容量ハードディ

スクとDAT再生ソフトの組み込み，およびデータ

解析」，「超深度ボーリング孔における初期応力測定

のためのオーバーコアリングシステムの開発」

（c）グループ研修報告：「緊急時における連絡シス

テムの実用化」，「三宅島の現地観測点研修」，「1999

年度研修“ホームページ作成支援”を依頼されて」，

「DATレコーダーによる地震観測データの再生処理

を学ぶ」

1999年度のグループ研修は，緊急時を想定した

ものが多かった．「緊急時における連絡システムの

実用化」，「三宅島の現地観測点研修」，「ホームペー

ジ作成支援」と，タイムリーな企画が有珠山噴火，

三宅島噴火と続く緊急時に大いに役に立った．

（d）個人研修報告：「オペアンプ講習会」，「装置技

術研修」，「ネットワーク管理担当研修者」，「コンピ

ュータネットワーク基礎講座」

（e）緊急時に関する報告：「有珠山噴火に対する地

震研の対応」，「緊急時におけるホームページの立ち

上げ（有珠山HP経過報告と今後の課題について）」，

「9.21集集地震余震観測報告」

（f）その他：「平成12年度東北大学技術発表会につ

いて」

三宅島の活動が始まった直後の「全体研修」で開

催が危ぶまれたが，なんとか研修を終了することが

出来たことは幸いであった．中田教授による特別講

演「有珠山噴火に対する地震研の対応」で緊急時の

対応の問題点が指摘され，そのことがすぐに三宅島

の噴火に際し役立っていった．

3． 全体研修（技術発表会）の反省点

今回，アブストラクトを一週間前に配布したのは

大変好評だった．

講演発表会の席上に残り講演時間を知らせるベル

を用意すべきであった．

新しい研修制度が発足して3年目となる今年の全

体研修で発表者がほぼ一巡し，次回から発表者が減

少するのではとの懸念がある．参加者が提出した研

修報告書の中にも，同様の意見があった．

技術発表会と銘打つより，技術・業務発表会とし

たほうが発表しやすいとの意見も傾聴に値するもの

と思われた．

今回の国土地理院見学は大変好評で，現業官庁の

圧倒的な設備や，展示内容の充実ぶりに学ぶべき点

が多かった．

今回の全体研修は研修運営委員，大久保，森田，

笹井，工藤（和），長田，渡辺茂，望月の他に，オ

ブザーバーとして大竹が加わった．

最後になったが，今回の全体研修実施にあたって

は，地震研究所内外の多くの方々にお世話になった．

国土地理院では職員研修の意義を理解して頂き，所

外研修に多大のご協力を頂いた．また各大学関連機

関の施設長には，所属の技術職員に対し，地震研究

所の全体研修に参加するよう奨励して頂いた．また

2日間の技術発表会には，所長，事務長，主任，セ

ンター長を始め，教官や大学院生にも出席して頂き，

発表者と参加者に大きな励みとなった．とりわけ事

務部には運営や懇親会設営など大変お世話になっ

た．以上の方々に深く感謝いたします．

4． 平成12年度「技術研究会」について

（主管：東北大学）

東北大学の立花憲司氏より，平成12年度に東北

大学が主管となって開催される「技術研究会」につ

いて技術発表会の中で説明があった．

以下に要旨を記す．

1． 趣旨

全国の大学，研究機関の技術職員が中心になった

技術研究会は，これまで高エネルギー加速器研究機

構，核融合科学研究所，岡崎国立共同研究機構分子

科学研究所が輪番で開催してきた．標記技術研究会

は，平成11年3月に高エネルギー加速器研究機構で

行われた技術研究会運営協議会での「平成12年度

の技術研究会は東北大学で開催する」との確認に基

づき実施されるものである．この技術研究会の目的

は大学，高等専門学校，大学共同利用機関等で教育，

研究に関わっている技術職員が日常業務で携わって

いる実験設備・装置の開発，維持管理の話題から改

善，改良に及ぶ広範囲な技術活動についての発表を

通して相互の技術の向上を図り，幅広く交流を深め

ることである．
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2． 開催期日と場所

平成13年3月1日午後1時～2日午後3時

東北大学川内記念講堂および川内キャンパス講義

棟

3． 実施内容

全体会　開会午後1時

東北大学総長挨拶（予定）

特別講演：90分

講師：西澤潤一　東北大学前総長

演題：「21世紀を目指す技術集団の役割」

（案）

分科会：一日目15時～18時

二日目9時～12時，13時～15時

発表時間は討論を含めて20分

ポスター：一日目17時～18時

懇親会：一日目18時30分より

4． 分科会

第1分科会（工作技術）：科研

第2分科会（装置技術）：理学部

第3分科会（回路技術）：工学部

第4分科会（情報・ネットワーク技術）

：理学部

第5分科会（極低温技術）：金研

第6分科会（材料・物性開発技術）：工学部

第7分科会（地球物理観測技術）：理学部

第8分科会　生物関係の分科会開催を検討中

5． 参加費等について

参加費：1,000円　懇親会費：3,000円

研修運営委員会では，参加希望者の内，発表する

所内の技術職員に対して支援を行う方針である．
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古屋正人氏，第8回日本測地学会賞・坪井賞を受賞

地球計測部門の古屋正人助手が，第8回の日本測地学会賞・坪井賞を受賞した．坪井賞は，本所にもゆかりの

深い故坪井忠二・東大名誉教授の生前における測地学への業績を記念し，測地学の分野で特に顕著な業績をあげ

た若手研究者（毎年1名）を奨励することを目的として設けられたものである．授賞式は地球惑星科学関連学会

合同大会期間中の平成12年6月27日に，国立オリンピック記念青少年総合センターにおいて行われた．受賞対

象となった業績は「極運動の励起源に関する地球システム科学的な貢献」である．授賞式に引き続いて受賞記念

講演が行われ，今後の地球科学の進め方についての洞察が披露され，深い感銘を与えた．地震研究所としても，

今後拡充して行くべき地球システム科学的アプローチについて，学会から高い評価を受けたものと考えている．

名前：山
やま

田
だ

知
とも

朗
あき

所属：地震地殻変動観測センタ

ー・助手

生年月日：昭和46年11月9日

抱負：堅忍にして撓まず，かつ柔軟に．

趣味：サッカー

名前：土
つち

屋
や

雅
まさ

史
し

所属：事務部　庶務掛

前任地：工学系研究科等　学術

協力課　国際交流掛

生年月日：昭和47年7月26日

抱負：庶務の仕事は初めてですが，一生懸命頑張り

ます．

趣味：フットサル（ミニサッカー），野球

地震研の出来事

New Staff

名前：孫
ソン

文
ブン

科
カ

（Sun Wenke）

所属：地球計測部門・助教授

前任地：スウェーデン王立工科

大学

抱負：良い研究をしたいと思っています．

趣味：音楽鑑賞

名前：古
ふる

村
むら

孝
たか

志
し

所属：地震火山災害部門・助教

授

前任地：北海道教育大学

生年月日：昭和38年5月30日

抱負：暑さに慣れること

趣味：スキー，スケート
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図 2（本文p. 2） 海陸境界域探査より得られた海山の沈み込み構造

図 1（本文p. 5） 手動ぬきとり震央分布図（青丸）．過去5年間の震央分布（赤十字）と主な地震のメカニズム解も
併せて示した．三宅島と神津島の中間海域では過去にほとんど地震が起きていない．陸上のテレメータ観測点（緑三
角）のうちの何箇所かは，地震や火山噴火によって欠測もあった．示した海底地震計（赤三角）の配置は7月1日か
ら8月2日に設置されていたものである．


